
Ⅶ　予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画

１　予算（人件費の見積りを含む）

平成２９年度～平成３４年度　予算　　　　　（単位：百万円）

	区　　分
	金　　額

	収入

　運営費交付金

　施設整備費補助金

自己収入

　　授業料及び入学金検定料収入

雑収入

　産学連携等研究収入及び寄付金収入等

計
	　　６８，１８８
　　１１，５２７
　　３２，７４８
　　　　　　３０，１６５
　　　　　　　２，５８３
　　１７，２４８
　１２９，７１１

	支出

　業務費

　　教育研究経費

　　一般管理費

　施設整備費
　産学連携等研究経費及び寄付金事業費等

　
計
	　１００，２１２
　　　　　　８４，９３７
　　　　　　１５，２７５
　　１１，９５１
　　１７，５４８
　１２９，７１１


〔人件費の見積り〕

　　　　中期目標期間中総額６７，１８６百万円を支出する。（退職手当は除く。）

　　　　　注）３０年度以降の人件費の見積りについては、２９年度の人件費見積りを踏まえ試算している。

　
〔大阪府立大学の運営費交付金の算定ルール〕

中期目標期間中、毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する計算方法により算定したもので決定する。

運営費交付金＝１＋２＋３＋４－５
１　人件費＝「役職員人件費」＋「教員人件費」
・「役職員人件費」：管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費所要額。

・「教員人件費」：教育研究活動で必要となる教員の人件費所要額。

　　　　　当該事業年度の役職員数、教員数を基準として算定。

２　教育研究経費＝「教育経費」＋「研究経費」＋「教育研究支援経費」
・「教育経費」：学域、学部、大学院の学生に対する教育活動で必要となる経費相当額。

　　　　　直前の事業年度における経費及び当該事業年度の学生見込数等を基準として算定。

・「研究経費」：教員の研究活動で必要となる経費相当額。

　　　　　直前の事業年度における経費及び当該事業年度の教員数等を基準として算定。

・「教育研究支援経費」：教育研究活動を支援する学術情報センター運営費等経費相当額。

　　　　　直前の事業年度における経費を基準として算定。

３　一般管理費
　　　・「一般管理費」：学舎の維持管理等に要する経費相当額。

　　　　　当該事業年度における経費を基準として算定。

４　特殊要因経費

・臨時的経費として、当該事業年度に特に必要な経費。

各事業年度の予算編成課程において当該事業年度における具体的な額を決定する。

５　運営費交付金対象収入＝「学生納付金収入」＋「雑収入」
・「学生納付金収入」：当該事業年度の入学検定料収入、入学料収入、授業料収入。

入学検定料、入学料、授業料は、当該事業年度の志願者見込数、入学見込数、学生見込数を基準として算定。

・「雑収入」：当該事業年度の財産貸付収入、附属獣医臨床センター収入、公開講座収入等。

　　　　　施設の貸付料収入など過去の実績及び今後の見込を基準として算定。

注）自主的な取組による増収策や収入増により得られた効果額は、原則、法人で活用できるものとする。

注）運営費交付金は、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。

なお、大阪府の「予算編成にかかる基本方針」及び「予算編成要領」によっては、再計算された運営費交付金を調整する場合がある。

〔大阪府立大学工業高等専門学校の運営費交付金の算定ルール〕

中期目標期間中、毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分により算定したもので決定する。

運営費交付金＝１＋２＋３＋４－５
１　人件費＝「役職員人件費」＋「教員人件費」
・「役職員人件費」：管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費所要額。

・「教員人件費」：教育研究活動で必要となる教員の人件費所要額。

　　　　　当該事業年度の役職員、教員数を基準として算定。

２　教育研究経費＝「教育経費」＋「研究経費」＋「教育研究支援経費」
・「教育経費」：学生に対する教育活動で必要となる経費相当額。直前の事業年度における経費を基準として算定。
・「研究経費」：教員の研究活動で必要となる経費相当額。直前の事業年度における経費を基準として算定。
・「教育研究支援経費」：教育研究活動を支援する図書館運営費等経費相当額。直前の事業年度における経費を基準として算定。
３　一般管理経費
　　　・「一般管理費」：学舎の維持管理等に要する経費相当額。

　　　当該事業年度に必要な経費の額を算定。

４　特殊要因経費

・臨時的経費として、当該事業年度に特に必要な経費。

各事業年度の予算編成課程において当該事業年度における具体的な額を決定する。

５　運営費交付金対象収入＝「学生納付金等収入」＋「雑収入」
・「学生納付金等収入」：当該事業年度の入学検定料収入、入学料収入、授業料収入、高等学校等就学支援金収入。

入学検定料、入学料、授業料は、当該事業年度の志願者見込数、入学見込数、学生見込数を基準として算定。

・「雑収入」：当該事業年度の財産貸付収入等。

　　　　　施設の貸付料収入など過去の実績及び今後の見込を基準として算定。

注）自主的な取組による増収策や収入増により得られた効果額は、原則、法人で活用できるものとする。

注）運営費交付金は、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。

なお、大阪府の「予算編成にかかる基本方針」及び「予算編成要領」によっては、再計算された運営費交付金を調整する場合がある。
２　収支計画

平成２９年度～平成３４年度　収支計画　　　　（単位：百万円）

	区　　分
	金　　額

	費用の部

　経常費用

　　業務費

　　　　教育研究経費

　　　　受託研究費等

　　　　役員人件費

　　　　教員人件費

　　　　職員人件費

　　一般管理費

　　財務費用

　　雑損

　　減価償却費

　臨時損失

収入の部

　経常収益

　　運営費交付金収益　　　　　　　　　　　　　　　

　　授業料収益

　　入学金収益

　　検定料収益　　　　　　

　　受託研究等収益

　　補助金等収益

　　寄附金収益

　　財務収益

　　雑益

　　資産見返運営費交付金戻入

　　資産見返補助金等戻入

　　資産見返寄附金戻入

　　資産見返物品受贈額戻入

臨時利益

純利益

総利益
	　１２３，９９２
　　　１０７，４３０
　　　　　　　２２，７２９
　　　　　　　１３，１６２
　　　　　　　　　　７４２
　　　　　　　５６，６９４
　　　　　　　１４，１０３
　　　　　１，６２３
　　　　　５，０５４
　　　　　　　　　０

　　　　　９，８８５
　　　　　　　０

　１２３，９９２
　　　　６７，８８８
　　　　２１，９３６
　　　　　４，２２８
　　　　　１，８９８
　　　　１３，１６２
　　　　　３，０１６
　　　　　１，６６８
　　　　　　　　３８
　　　　　２，５４６
　　　　　１，８４０
　　　　　１，４５７
　　　　　１，５３３
　　　　　２，７８２
　　　　　　　　　０

　　　　　　　０

　　　　　　　０


注）受託研究費等は、受託事業費及び研究費を含む。

注）受託研究等収益は、受託研究収益及び共同研究収益を含む。
３　資金計画
平成２９年度～平成３４年度　資金計画　　　　（単位：百万円）

	区　　分
	金　　額

	資金支出

　業務活動による支出

　投資活動による支出

　財務活動による支出

　次期中期目標期間への繰越金

資金収入

　業務活動による収入

　　運営費交付金による収入

　　授業料及入学金検定料による収入

　　受託研究等収入
　　補助金等収入

　　寄附金収入

　　その他の収入

投資活動による収入

　　施設費による収入

　　その他の収入

　財務活動による収入

　前期中期目標期間よりの繰越金
	　１３１，５１４
　　　１１１，４２６
　　　　　５，２４４
　　　　１１，７０５
　　　　　３，１３９
　１３１，５１４
　　　１１８，４４７
　　　　　　　６８，１８８
　　　　　　　３０，１６５
　　　　　　　１３，１６２
　　　　　　　　２，５２６
　　　　　　　　１，８６０

　　　　　　　　２，５４６
　　　　１１，５６５
　　　　　　　１１，５２７
　　　　　　　　　　　３８
　　　　　　　　　０

　　　　　１，５０２


Ⅷ　短期借入金の限度額

　　○　短期借入金の限度額　２３億円

　　○　想定される理由

　　　　運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想定される。

Ⅸ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

　　　なし
Ⅹ　剰余金の使途

　　　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

ⅩⅠ　地方独立行政法人法施行細則（平成17年大阪府規則第３０号）で定める事項

１　施設・設備に関する計画　

	施設・設備の内容
	予定額（百万円）
	財　　　源

	・総合教育研究機構棟新築整備

・生命環境関連整備

・特別高圧変電施設建替え整備

・中百舌鳥学舎環境整備

・小規模改修
	総額

　１１，９５１

	施設整備費補助金（11,527）

運営費交付金(424)

　


注）中期目標を達成するため、必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や改修等に伴う臨時的な経費が追加されることがある。

なお、各事業年度の施設整備費補助金及び運営費交付金は、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。

２　人事に関する計画

質の高い教育研究機能を保持しつつ、教育研究活動の活性化に資する適正な人事制度の運用を図る。
また、教育研究支援の向上に資する観点から事務職員等の適正配置に努める。

　　（常勤教職員数）　８８０人程度（統合準備要員は別途配置する）
３　積立金の使途
○　前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。

教育、研究に係る業務及びその附帯業務

４　中期目標期間を超える債務負担
　　　　大阪府立大学

　

（PFI的事業）

総合教育研究機構棟新築整備

・事業総額：４,０２６百万円　　　・事業期間：平成１７～４９年度（３３年間）

（単位：百万円）　　　　

	　　　　年度

財源
	H29
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	中期目標期間
小計
	次期以降
事業費
	総事業費

	施設整備費補助金
	123
	123
	123
	123
	123
	123
	738
	2,131
	4,026


生命環境科学研究科棟新築整備

・事業総額：１３，７０９百万円　　　・事業期間：平成１８～５０年度（３３年間）

（単位：百万円）　　　

	　　　　年度

財源
	H29
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	中期目標期間
小計
	次期以降
事業費
	総事業費

	施設整備費補助金
	408
	409
	409
	409
	409
	410
	2,454
	8,312
	13,709


中百舌鳥学舎改修整備
・事業総額：１２，９３５百万円　　　・事業期間：平成２１～３９年度（１９年間）
（単位：百万円）　　　

	　　　　年度

財源
	H29
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	中期目標期間
小計
	次期以降
事業費
	総事業費

	施設整備費補助金
	1,148
	1,283
	1,283
	1,283
	1,198
	1,198
	7,394
	3,562
	12,935
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以下、予算要求ベース





高専にて作成願います
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